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第８期介護保険事業計画に記載した「取組と目標」に対する自己評価シート（令和３年度実績）

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題 第８期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
第８期計画
掲載ページ

実施内容 自己評価 評価理由 課題と対応策

【自己評価基準】
達成率90%以上=A、
70～89%=B

①自立支援・介護
予防・重度化防止

令和元年度の高齢者等の実態調査では介
護が必要となる主な要因として「転倒・骨折」
や「高齢による衰弱」といった高齢者の加齢
に伴う機能低下が上位を占めています。ま
た、新型コロナウイルス感染症の影響により
高齢者のフレイルの進行がみられます。
　そのため高齢者がより早期に自身のフレイ
ルに気づくことと、フレイル改善に向けた行
動を促すことが課題です。

●フレイルチェック測定会
　
●フレイル改善教室等
フレイル改善教室、フレイル予防講
座、カムカム教室、フレイル予防セミ
ナーなど。

介護予防（健康チャレンジ）に取り組んでい
る高齢者を増やします。
高齢者等実態調査にて介護予防（健康チャ
レンジ）に『取り組んでいる』と回答している
人の割合
　令和元年度：５３．１％　⇒　令和４年度：５
８．１％
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令和３年度の主な取組としては、フレイ
ル対策に関する事業の推進、普及啓
発を図りました。

●フレイルサポーター養成講座（養成
21人）
●フレイルチェック測定会（実施回数
20回、参加者計196人）
●カムカム教室（実施回数　7回　参加
者延84人）

A

　フレイルチェック測定会、オーラルフレイ
ル予防のためのカムカム教室等の実施
により、高齢者自身の状態像を見える化
し、気づきと介護予防活動への行動変容
を促すための普及啓発ができたと考えま
す。
　特に令和３年度は、フレイルチェック測
定会の当初目標１０回に対し、コロナ禍で
したが実施回数が２０回と目標を大きく上
回りました。またフレイルチェック測定結
果から高齢者のオーラルフレイル傾向が
確認されたため新たにオーラルフレイル
予防を主な目的とした「カムカム教室」を
実施しました。

　フレイル対策の事業は、平成30年度から開始し実施回数も
拡大してきましたが、更に高齢者のフレイル改善に効果的な取
組を促すため、三位一体（食・口腔、運動、社会参加）のフレイ
ル予防の観点から各種事業を展開していきます。
　また新たな取組として、早期にフレイルに気づくためのオーラ
ルフレイル予防の普及啓発を推進するとともに「保健事業と介
護予防の一体的実施」に基づく各種データを踏まえた事業を
展開していきます。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

・認知症理解のための普及啓発　認
知症サポーター養成講座及び上級
研修であるチームオレンジ研修を開
催し、認知症の方とその家族の応援
者である認知症サポーター及び認知
症支援のボランティアとして活動い
ただくチームオレンジメンバー（上級
研修終了者）の養成を行うことで、認
知症への理解の普及を図るととも
に、認知症になっても住み慣れた地
域で安心して暮らせるまちづくりを目
指す。

・サポーター養成講座
　（令和３年度）開催数　４２回　養成者数
１，２６０人
・チームオレンジ研修
　（令和３年度）開催数　１３回　参加人数　１
３０人

・成果指標：認知症の方の対応方法や相談
窓口を知っている高齢者を増やします。
『知っている』と回答している人の割合
　　平成２８年度：１８．５％　　⇒　令和４年
度：２８．０％
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・サポーター養成講座
　令和３年度　開催数　５８回　養成者
数　１，４２４人
　市内の小中学校や企業に対しても開
催ができた。
・チームオレンジ研修
　令和３年度　開催数１０回　参加人数
７０人

感染症対策のため、上記研修等が一
部開催できない時期があった。

Ｂ

認知症サポーター養成講座の開催数や
受講人数は計画を大きく上回ったが、
チームオレンジ研修については目標に達
しなかった。認知症サポーターになる⇒
サポーター上級講座などを受ける⇒認知
症予防教室手伝い、コグニサイズ講師に
なるといった地域ボランティア活動につな
がり好循環が生まれている。

コロナウイルス感染拡大に伴い研修が実施できず、目標未達
となった。しかしながら、認知症理解のための入口でもある認
知症サポーター養成講座は、回数・養成者数ともに目標を大き
く上回ったことは大きな成果と言える。認知症であっても、地域
で安心して暮らせる環境整備が課題となっており、認知症サ
ポーター養成講座及びチームオレンジ研修を継続するととも
に、認知症カフェの設置など地域住民や企業等を含めた社会
全体で見守るチームオレンジ体制を構築していく。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

・認知症に対する早期対応体制の整
備
　認知機能検査プログラムを実施
し、早期に認知機能低下に気付き、
予防に繋げる。

認知機能検査
（令和３年度）参加人数６５０人

P90
認知症機能検査
（令和３年度）参加人数６１９人

Ｂ

認知症機能検査参加人数は６１９人と目
標に達しなかったが、年度比１４９％の増
加と次年度以降への進捗としては成果が
あった。

コロナウイルス感染拡大に伴い参加者数が伸びず、目標未達
となった。しかしながら、参加人数は前年度比で大きく増加しよ
り多くの早期発見、予防に繋がった。自覚がなくても、認知機
能が低下している方が多く周囲が気付いた時には、認知機能
が著しく低下しているケースが増えてきていることが課題と
なっており、認知機能検査の周知拡大により参加者増加へ繋
げていく。

②給付適正化

介護給付を必要とする受給者を適切に
認定し、受給者が真に必要とする過不
足のないサービスを、事業者が適切に
提供するよう促しているが、2025年、
2040年に向けて、これまで以上に人員
体制を確保するなどし適正化事業をさ
らに推進していくことが必要です。

神奈川県国民健康保険団体連合会
から提供されるサービス別給付実績
等を活用し、「要介護認定の適正
化」、「ケアプランの点検」、「住宅改
修等の点検」、「縦覧点検・医療情報
との突合」、「介護給付費通知」を実
施します。

・要介護認定の適正化：全件
・ケアプランの点検：年37件
・住宅改修等の点検：年15件
・縦覧点検・医療情報都の突合：年4回
・介護給付費通知：年4回
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・要介護認定の適正化：全件
・ケアプランの点検：24件
・住宅改修等の点検：0件
・縦覧点検・医療情報都の突合：4回
・介護給付費通知：4回

Ｂ

・適正化事業の実施により、サービス提
供の過不足の解消を事業所に促すことが
でき、要介護認定の適正化、介護給付費
通知、縦覧点検・医療情報との突合は目
標を達成した。
・ケアプランの点検については、これまで
点検の多くを実地指導と合わせて実施し
ていたが、感染症拡大防止のため人との
接触機会を減らすこととして、実地指導数
を絞ったため、目標値に届かなかった。
・住宅改修等の点検については、工事見
積書の点検及び竣工写真による施工状
況等の点検は全件実施しているが、当市
の8期計画では有資格者の委託業者とと
もに訪問調査をしての確認を点検数とし
ている。結果、感染症拡大防止のため人
との接触機会を減らすこととして、実態確
認を控え、写真による確認を重視したた
め目標値に届かなかった。

・ケアプランの点検は、国保連合会の研修に参加すること等で
スキルアップをし、点検時間の短縮を図りたい。また、感染症
の状況を見ながら実地指導の再開及び点検件数の増加を目
指すとともに、人との対面によらない方法を検討したい。

・住宅改修等の点検は、感染症拡大防止の影響や点検が必
要となる案件が少なかったことにより、当市が計画で定める件
数は0件となかったが、工事見積書の点検及び竣工写真によ
る施工状況等の点検は全件実施した。また今後も継続をす
る。実態確認については感染症の状況を見ながら再開を目指
すとともに、点検の必要性の程度を下げ、点検件数を増やすこ
とを検討したい。

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

本市の高齢者人口は約７２，０００人、高齢
化率は約２８％となっており、団塊の世代の
方々が７５歳以上となる２０２５年には高齢者
人口は約７６，０００人、高齢化率は約３０％
になると推計されています。
また、市内には認知症の方が約１０，０００人
程度いると推計されています。
高齢者等実態調査において、御自身や御家
族が認知症になるおそれがあることに対して
「おおいに不安がある」と「やや不安がある」
を合わせた『不安がある』と回答した方が全
体の７２．６％となっており、市民の認知症発
症に対する不安が表れています。

1


